


個 別 注 記 表 

 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

 (1) 有価証券の評価基準及び評価方法 

       その他有価証券 

         ① 時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法により算定しております。） 

         ② 時価のないもの 

移動平均法による原価法 

 

 (2) たな卸資産の評価基準及び評価方法 

商品   売価還元法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法） 

貯蔵品   最終仕入原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法） 

 

 (3) 固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産(リース資産を除く) 

定率法 

ただし、1998 年４月 1日以降に取得した建物、2016 年４月 1日以降に取

得した建物附属設備、構築物については、定額法を採用しております。 

        無形固定資産(リース資産を除く) 

定額法 

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法を採用しております。 

       リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日

がリース取引会計基準の改正適用初年度開始前のものについては、通常の

賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

投資その他の資産（長期前払費用） 

定額法 

 

 (4) 引当金の計上基準 

貸倒引当金      債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等の特定債権については

個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上すること

としております。 

賞与引当金      従業員に支給する賞与に備え、支給見込額のうち当事業年

度に負担する金額を計上しております。 

役員賞与引当金   役員に支給する賞与に備え、支給見込額のうち当事業年度

に負担する金額を計上しております。 



退職給付引当金  従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末において発

生していると認められる退職給付債務の見込額を計上して

おります。 

閉店損失引当金  店舗の閉鎖に伴い発生する損失に備え、合理的に見込まれ

る中途解約違約金等の店舗閉鎖損失見込額を計上しており

ます。 

 

 (5) 消費税等の会計処理方法 

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。 

なお、控除対象外消費税等については、発生事業年度の期間費用としておりま

す。 

 

(6) 収益及び費用の計上基準 

商品の販売に係る      当社では、医薬品、化粧品、雑貨、食品等を販売して 

収益認識       おり、顧客に対して商品を引き渡す履行義務を負って

おります。このような商品の販売においては、商品を

顧客に引き渡した時点で収益を認識しております。 

また、これらのうち受託販売等、当社の役割が代理人

に該当すると判断した取引については、顧客から受け

取る対価の総額から委託者に支払う額を控除した純

額で収益を認識しております。 

なお、対価の受領は、原則、商品を顧客に引き渡した

時点で行っており、重要な金融要素の調整は行ってお

りません。 

他社が運営する        他社が運営するポイント制度に関しては、取引価格 

ポイント制度に        から商品の販売に伴う付与ポイント相当額を差し引 

係る収益認識          いた金額で収益を認識しております。 

 

 

２．貸借対照表に関する注記 

 

有形固定資産の減価償却累計額       5,430,907 千円 

減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれております。 

関係会社に対する金銭債権・債務 

関係会社に対する短期金銭債権 521,385 千円 

関係会社に対する短期金銭債務 830,171 千円 

 

３．損益計算書に関する注記 

 

関係会社との取引高 

営業取引による取引高 

仕 入 高 568,483 千円 

販売費及び一般管理費 531,519 千円 



営業取引以外の取引による取引高 

雑 収 入 14,967 千円 

支 払 利 息 16,565 千円 

 

４．株主資本等変動計算書に関する注記 

 

(1) 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

株式の種類 
前事業年度末 

株式数(株) 
当事業年度増加

株式数(株) 
当事業年度減少

株式数(株) 
当事業年度末 
株式数(株) 

発行済株式     

普通株式 598 ― ― 598 

合計 598 ― ― 598 
 
 

 (2) 配当に関する事項 

①配当金支払額  

決議 株式の種類 配当金の総額 1 株当たり配当額 基準日 効力発生日 

2025 年 5 月 16 日 

定 時 株 主 総 会 
普通株式 191,077 千円 319,528 円 2025 年 2 月 28 日 2025 年 5 月 30 日 

2025 年 10 月 20 日 

取締役会 
普通株式 114,450 千円 191,388 円 2025 年 8 月 31 日 2025 年 10 月 31 日 

 

 

５．税効果会計に関する注記 

 

（1）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

(繰延税金資産) 

賞与引当金                         46,251 千円 

未払事業税              21,010 千円 

減価償却超過額            16,250 千円 

資産除去債務            154,376 千円 

退職給付引当金           231,774 千円 

閉店損失引当金             6,735 千円 

役員退職金              10,820 千円 

その他                              39,571 千円 

繰延税金資産小計                   526,791 千円 

評価性引当額                       △6,734 千円 

繰延税金資産合計                   520,057 千円 

(繰延税金負債) 

資産除去債務に対する除去費用      △89,924 千円 

繰延税金負債合計                  △89,924 千円 

繰延税金資産の純額                 430,133 千円 

 



 

（2）決算日後における法人税等の税率の変更 

「所得税法等の一部を改正する法律（令和 7 年法律一三）」が 2025 年 3 月 31 日に

国会で成立したことに伴い、2026 年４月１日以後開始する事業年度より防衛特別

法人税が新設されることとなりました。 

これに伴い、2027 年３月１日以後開始する事業年度において解消が見込まれる一

時差異等については、繰延税金資産及び繰延税金負債を計算する法定実効税率は

34.26％から 35.11％に変更されます。変更後の法定実効税率を当事業年度末に

適用した場合、繰延税金資産の金額（繰延税金負債を控除した金額）が 7,489 千

円増加し、法人税等調整額（借方）が 7,489 千円減少します。 

 

 

６．関連当事者との取引に関する注記 

 

親会社  

属性 
会社等の名
称又は氏名 

議決権
の所有
(被所
有)割合 

関連当
事者と
の関係 

取引の
内容 

取引金額
(千円) 科目 

期末残高
(千円) 

親会社 
ウエルシア
ホールディ
ングス㈱ 

(被所
有) 

100％ 

資 金 の

借入 

経 営 指

導 

資金の借

入 

経営指導

料の支払 

2,648,547 

 

 

175,488 

短 期 借

入金 

796,370 

 

 

役員及び個人主要株主等 

属性 
会社等の名
称又は氏名 

議決権
の所有
(被所
有)割合 

関連当
事者と
の関係 

取引の内
容 

取引金額
(千円) 

科目 
期末残高
(千円) 

役員 
今 寿 
(注)1 

－ 
連 帯 保
証 

店舗賃貸
借契約の
連帯保証 

 10,560 － － 

役員及び
その近親
者が議決
権の過半
数を所有
している
会社等 

㈱いきいき 
(注)2 

－ 
役 員 の
兼任 

商品の販
売(注)4 

 1,376 売掛金 － 

建物の賃
貸(注)5 

33,924 
前受金 2,903 

長 期 
預り金 

2,830 

㈱Ｗ・ハッピー 

(注)3 
－ 

役 員 の
近親者 

 
土地の賃
貸 
 
土地建物
の賃借 
(注)5 

 3,000
    
    
28,800 

前受金 2,650 

敷金等 13,600 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注） １．当社代表取締役で、1店舗の家賃であります。 

２．当社取締役櫻井寛、櫻井英男及びその近親者が議決権の 100％を直接保有してお



ります。 

３．当社取締役櫻井寛、櫻井英男の近親者が議決権の 100％を保有しております。 

４．商品の販売は、一般の取引条件と同様であります。 

５．賃貸借料は、近隣類似物件の賃借料を参考に決定しております。 

６．取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めており

ます。 

 

 

７．収益認識に関する注記 

  (1)顧客との契約から生じる収益を分解した情報  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報 

    顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は「個別注記表 

2.重要な会計方針（5）重要な収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであり

ます。 

 

 

８．１株当たり情報に関する注記 

   １株当たり純資産額        14,687,497 円 

   １株当たり当期純利益       1,056,975 円 

 

品  目 金額(千円) 

医薬品 4,557,773 

衛生介護 1,149,537 

化粧品 5,012,454 

家庭用雑貨 5,661,617 

食品 10,436,864 

酒 2,756,164 

その他 408,603 

物販計 29,983,015 

調剤 3,621,103 

商品合計 33,604,119 

手数料収入 37,413 

顧客との契約から生じる

収益 
33,641,533 

外部顧客への売上高 33,641,533 


